
滞納整理課 

  １）地方税法（昭和 25 年法律第 226 号）の規定に基づき、組合市町村が賦課徴

収することとされている地方税並びに森林環境税及び森林環境譲与税に関す

る法律（平成 31 年法律第３号）第７条の規定により個人の市町村民税の均等

割及び個人の道府県民税の均等割の賦課徴収と併せて賦課徴収することとさ

れている森林環境税に係る滞納事案のうち、組合市町村の長との協議により組

合が処理することとなった事案に係る滞納整理に関すること。 

 

三位一体の改革により、国から地方への税源移譲が平成 19 年度に実施され、

地方における税務行政は税負担の公平性を維持し税収入を確保するため、厳正

な滞納処分を実施する専門的な組織の設置が求められてきました。 

しかしながら、平成 21 年のリーマンショック以降、長引く景気低迷、更には

東日本大震災の影響により、市町村の基幹的財源である「地方税」の確保は年々

厳しさを増す中、圏域 9 市町村共通の喫緊の課題である地方税滞納の解消を図

るとともに、市町村行政への信頼性の確保と向上を図るため、共同で滞納整理を

実施する専門的な組織が必要であるとの結論に至り、平成 26 年 10 月 1 日に白

河地方広域市町村圏整備組合に滞納整理課を新設し、市町村からの派遣職員4名

体制により業務を実施しています。 

 

１．業務内容 

① 構成市町村から滞納事案を引き受けて、財産調査や捜索のうえ財産の差押 

えや公売による換価を行う。 

② 構成市町村職員の徴収技術や専門知識の向上を図る。 

 

２．令和７年度の実績 

（1）引受案件状況 

                            （単位：千円、件） 

区 分 割当件数 引受件数 引受滞納額本税 

Ｒ７ 250 207 96,363 

 

（2）滞納額階層別移管件数内訳（本税ベース） 

                                                （単位：千円 、件、％）  

区 分 0～500 
500 ～  

1,000 

1,000 ～

2,000 

2,000 ～ 

3,000 

3,000 

以上 
計 

Ｒ７ 158 25 17 4 3 207 

割 合 76.33 12.08 8.21 1.93 1.45 100.00 

 



（3）処理状況 

                                （単位：件） 

区 分 引受件数 完納件数 一部納付件数 差押件数 納付誓約件数 

Ｒ７ 207 108 86 345  103 

 

（4）収納状況 

                            （単位：千円、件、％） 

区 分 

引受滞納額 

(A) 

徴収金額 

本税徴収率 

（C/A） 
完納件数 完納率 

(B) 

本税(C) 

附帯金等 

（B）-

(C) 

Ｒ７ 96,363 77,190 56,361 20,829 58.49 108 52.17 

 

（5）税目別徴収状況 

                             （単位：千円、％） 

税  目 引受滞納額本税（Ａ） 徴収額本税（Ｂ） 徴収率（Ｂ／Ａ） 

市 町 村 民 税 24,491 16,601 67.78 

固 定 資 産 税 14,189 11,405 80.38 

軽 自 動 車 税 1,761 1,424 80.86 

国民健康保険税 55,922 26,931 40.16 

合  計 96,363 56,361 58.49 

※市町村民税には個人分と法人分を含む 

(6) 滞納処分状況 

                           （単位：千円、件、％） 

区 分 
差押件数（延べ） 

合 計 
不動産 自動車等 出資金 動産 預貯金 給与 保険 その他 

件 数 1 2 0 5 82 136 3 116 345 

割 合 

（件数） 
0.29 0.58 0 1.45 23.77 39.42 0.87 33.62 100.00 

換価額 441 71 0 157 6,682 8,699 523 7,646 24,219 

 


